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本研究では，土砂災害に対してのソフト対策で避難体制の整備や土地利用規制等があるが，その中でも

住居の移転による居住地適正化が，生活の変化が小さい集落内規模の距離で財政的に実現可能かを費用便

益分析により検討した．「費用」を「移転先での住宅の整備費用の補助」と「移転元の土地買収費用」，

「便益」を「移転元で削減されるインフラ維持管理費用，土砂災害復旧費用」とし，また，既存統計では

災害危険区域内の詳細な住居等の情報が少ないため，居住者情報や建物情報が含まれている「建物ポイン

トデータ」を用いた．土砂災害の発生件数の多い九州地方で適用した結果，九州地方全ての移転元メッシ

ュのうち約2割が土砂災害危険区域からの居住地適正化の財政的実現性があることが明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

近年，自然災害は大規模化・多様化し，地震，火山

噴火による災害に加え，毎年のように豪雨災害による水

害・土砂災害が発生している．このような自然災害に対

して，構造物による被害軽減を目的としたハード対策が

あるが，すべての災害の危険な地域に防災のための構造

物を整備していくのは，公共事業費全体が削減されてい

る中では困難である．また，今後の人口減少に伴う経済

活動の減少により被害軽減のための構造物の維持管理さ

え困難になるといった問題が指摘されている．そのため

限られた予算の中で人命や地域の社会経済の壊滅的な被

害の防止をいかに効果的・効率的に行うかが重要な課題

であり，ハード対策だけでなく，警戒避難体制の整備や

土地利用規制といったソフト対策も積極的に進められて

いる 1)．特に予測が困難かつ突発性がある土砂災害では，

先進的に土地利用規制の導入が図られ，土砂災害警戒区

域等の指定によって住宅等の新規立地規制や既存住宅の

移転促進等の土地利用規制が行われている． 

我が国では毎年平均で 1,000 件程度の土砂災害が発生

しており，近年増加傾向にある2）．その中でも九州地方

では土砂災害件数が全国最多であり，近年では平成 24

年 7月九州北部豪雨で甚大な被害を引き起こした．九州

北部豪雨の被災地である熊本県では，1990年の豪雨水害

による被災地と重なっており，今後既往最大の集中豪雨

が発生した場合に同様の被害を受ける可能性が高い．ま

た，従来の原状復旧では被災の度に災害復旧費が発生し，

財政的に厳しく，住民が住むには安全でない地域である

と考えられる． 
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以上の背景より，住民を自然災害から守っていくた

めには，災害の危険な地域から安全な地域に移していく，

居住地適正化が必要であると考えられる．本研究では土

砂災害の危険区域（土砂災害危険箇所，土砂災害警戒区

域・特別警戒区域）を対象に，生活の変化が小さい集落

内規模で住居移転による居住地の適正化が，地方自治体

の財政的に実現可能かどうかを検討する手法を構築する

ことを目的とする．また，ケーススタディとして九州地

方での適用を試みる． 

 

(2) 研究の位置づけ 

既存研究において，防災のための土地利用規制・誘導

に関する研究は，八木3)や水山4)は「土砂災害警戒区域等

における土砂災害対策の推進に関する法律」による土地

利用規制についてまとめており，今後の土砂災害対策の

あり方について検討している．災害の被災地の復旧事業

としての移転事業の要因や影響の研究では，陳ら5は台

湾モーラコット台風の災害復興での移転事業に着目し，

移転対象者の聞き取り調査から集団移転パターンとそれ

ぞれのメリット・デメリットの検討を通じて大規模な集

団移転の課題を明らかにしている．集団防災移転事業の

成功要因や災害危険区域の土地利用規制に着目している

研究はいくつも見られるが，防災のための住居移転で財

政的な影響を取り上げているものは少なく，千原ら6)が

熊本県阿蘇市を対象に土砂災害警戒区域からの防災移転

が地方自治体の財政的に実現可能性があるかを検討し，

阿蘇市では防災移転の財政的実現可能性はあると示され

ている．しかし，千原らの手法は地域の特性を考慮でき

て詳細に検討できているものの，汎用的にどこにでも適

用できる手法ではない問題点がある．本研究では，これ

らの既存研究を踏まえて，居住地適正化が地方自治体の

財政的に実現可能かをどこにでも適用できる検討手法を

構築する． 

 

 

2. 集落内規模の居住地適正化の財政的実現可能

性検討手法の提案 

 

(1)  集落内規模の居住地適正化の考え方 

本研究での災害危険区域における居住地の適正化に

は，安全地域への住居移転を想定している．住居の移転

に対する問題点として，住民からは①長年住み慣れた土

地を離れたくないことや②地域のコミュニティがなくな

ってしまうことが挙げられ，また，住民と地方自治体と

もに③移転費用の捻出が困難，といった問題点が挙げら

れる．そこで本研究ではこれらの問題点に対して，まず

①②では住居移転を生活の変化が小さくなるよう集落内

（図-1）で考え，③では地方自治体による移転費用の補

助が移転による削減便益で補填できれば，移転が可能に

なると考え，財政的実現可能性の検討を行う． 

 

(2) 集落内での住居移転と用いるデータ 

集落の概念としては，法的に決まった定義はなく，

規模・構成等の一定の目安を示すことは難しい．明確に

範囲が決まっている集落の例としては，農林水産省の農

業センサスでの基礎的な単位である農業集落がある．農

業集落は一定の土地と家とを成立要件とした農村の地域

社会を指しており，地域によって大きさにばらつきがあ

る．本研究では計算の簡易化のために移転元から一定の

距離にある移転先を選定したいため，大きさが同一の集

落の単位を用いる必要がある．そのため本研究では集落

の大きさは約1km2と設定し，土砂災害危険区域にかかる

第4次地域メッシュ（500m四方）から半径約500m圏内に

ある安全な地域のメッシュへの住居移転を想定している．

移転距離は移転先での生活が移転元の生活と変化が少な

いように近傍での移転を想定しており，移転元メッシュ

の隣のメッシュが移転先となるように半径約500m圏内

と設定している．そのため500mよりも移転距離が遠く

なる移転元メッシュも存在するが，このような移転は集

落外移転となるため，本研究では対象としていない． 

 本研究で用いる主なデータとしては，土砂災害危険区

域のGISデータと，秋山ら7)によって整備された「建物ポ

イントデータ」がある．土砂災害警戒区域・特別警戒区

域等のGISのデータは，九州地方の各県庁土木部（県土

整備部）の砂防課から提供して頂いたものであるが，福

岡県は土砂災害警戒区域等の指定を進めている段階で外

部には提供できないという理由から入手することができ

なかったため，土砂災害警戒区域等のGISのデータは佐

図-1 集落内規模の 住居移転のイメージ 
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賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県の6

県のものを用い，福岡県は土砂災害危険箇所のみを用い

た．「建物ポイントデータ」は国勢調査に代表されるマ

クロスケールの集計データを非集計化することで，建物

単位で世帯構成・年齢構成の居住者情報と築年代や建物

の耐火性能などの建物情報が含まれているデータである．

人口や世帯数を把握する資料としては，国勢調査が最も

一般的に利用されており，行政区画または1kmや500m四

方のメッシュ単位で集計されている．しかし，図-2に示

すように，メッシュでは災害危険区域内の住居等を分析

する際に，詳細な建物の立地状況が把握できない．その

ため，本研究ではメッシュよりもミクロな情報が得るこ

とができる「建物ポイントデータ」を用いた． 

移転元のメッシュは土砂災害危険区域にかかるメッ

シュ，移転先は1）土砂災害危険区域外，2）住居が立地

し平地である，3）移転元から移転した住居の建築面積

が移転先で許容できる，4）土砂災害以外の災害の危険

区域でない，の条件を満たすメッシュとする．1）は土

砂災害危険区域外に移転するためであり，2）は移転先

が都市の集約化を兼ねるように山地ではなく平地を設定

している．3）では，建築面積は「建物ポイントデータ」

を用いることで算出可能であり，移転元の住居の建築面

積が移転先で受け入れる面積よりも大きい場合は，財政

的に移転できるかどうか以前に移転不可能なためである．

4）では土砂災害の危険な地域から移転しても，他の災

害に対して危険な地域であれば，住民を災害から守るこ

とにはならないため，洪水の浸水区域と南海トラフ地震

の津波被害想定区域にかかるメッシュは除外している． 

 

(3)  財政的実現可能性評価 

移転による財政的実現可能性を検討する視点として，

「便益」を移転することで削減されると考えられる市街

地維持管理費とし，「費用」を住居の移転を保証するた

めに必要な費用とし，「便益」から「費用」を引いた

「純便益」として費用便益分析を行う．費用便益分析で

の「費用」と「便益」について表-1に示す． 

「便益」として扱うのは，市街地維持費である土砂災

害危険区域での住居移転によって削減されると考えられ

るインフラ維持費用と土砂災害の復旧費とする．対象と

するインフラは，移転によって削減の影響を受けやすい

ネットワーク系インフラ（市町村道，上水道管路，下水

道管路）とする．それぞれのインフラの維持費用は，小

瀬木ら 8)の推計方法をもとに表-2に示す費用原単位を設

定し，毎年必要な維持費用が一定であるとした．市町村

ごとの上水道・下水道管渠の配管図等のデータを得るこ

とは困難であるため，上水道は水道統計 9)，下水道は下

水道統計 10)から県・市町村の管渠総延長を引用し，それ

らを世帯数で割ることで［円/世帯/年］の費用原単位に

変換して算出した．この算出方法で移転元地域の削減で

きる上下水道の維持費用が算出可能であるものの，世帯

数に依存した算出方法であるため，建物の分散状況を加

味することができず，都市のスプロール化を反映できて

いないことに留意する必要がある．土砂災害の復旧費用

は，まず水害統計 11)から市町村ごとの土砂災害被害額

（一般資産・公共土木施設・公益事業）を平成 12年か

ら 21年までの 10年間で平均値をとることで 1年ごとの

期待災害復旧費とし，この期待災害復旧費用を土砂災害

危険区域の面積の割合でメッシュに割り振ることで削減

される土砂災害復旧費用とした． 

「費用」は，住居を移転した後の移転元の土地を地方

自治体が買収するとし，移転先での住宅の建築費用や用

図-2 第4次地域メッシュと建物ポイントデータの比較 

 表-1 便益と費用の一覧 

項目 対象 

判断基準 50年間の純便益累計（便益－費用）> 0 

割引率 4% 

便益 

・土砂災害復旧費用の削減 

・インフラ（市町村道，上水道，下水道）

維持費用の削減 

費用 

・移転元の土地買収費用 

・移転先での住宅整備費用の補助 

（用地取得費用，住宅建築費用） 

 

表-2 対象としたインフラの費用原単位 

インフラ名 費用名 原単位 

上水道 管渠入れ替え費 804 円/m/年 

下水道 
建設（更新費） 

維持管理費 
1,580 円/m/年 

市町村道 

路面清掃費 

切削オーバーレイ工事費 

道路打替え工事費 

468 円/㎡/年 
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地の取得費用などの住宅整備費用を地方自治体が補助す

るとしている．移転元の土地買収費用は，都道府県から

公表されている基準地価を用いた．基準地価はポイント

のデータであるため，GISで空間補完することで移転元

の土地買収費用を算出した．移転先での住宅整備費用の

補助は，既存の事業である国土交通省の「防災移転促進

事業計画」12)のスキームから地方自治体の補助分を用い

た．移転期間については，地方自治体の財政負担を考

え，平成 22年度各市町村決算状況の経常収支比率から

各市町村の一年間で使える費用の範囲内で移転費用が収

まるようにし，市町村ごとに設定した． 

以上により，「便益」と「費用」を既存の統計資料・

事業資料等から全ての移転元の地域で算出可能にするこ

とができ，集落内規模の居住地適正化の財政的実現可能

性を検討する手法を構築することができた． 

 

 

3 提案手法の九州地方への適用結果 

 

本章では前章で提案した手法を九州地方という広域で

適用し，集落内規模の居住適正化が財政的に実現可能性

のある地域の特徴を考察していく． 

 

(1) メッシュごとの適用結果 

九州地方で適用し，メッシュごとの50年間の純便益累

計の結果を図-3，図の赤枠の部分を拡大したものを図-4

に示す．50年間の純便益が正となるメッシュは居住地適

正化が財政的に実現可能性があり，負となるものは実現

可能性がないメッシュとなる．九州地方の全メッシュの

うち，集落内規模で防災移転が可能なメッシュ数は全体

の40%の17,736メッシュ，その内財政的に実現可能であ

る集落数は全体の18%の8,264メッシュであった．財政的

に実現性のあるメッシュは主に中山間部に多く，都市部

では実現性のないメッシュが多く見られる．県別では，

最も集落内移転が可能で財政的実現性のあるメッシュの

割合が大きい県は鹿児島県であり，最も財政的実現性の

ないメッシュの割合が小さい県は福岡県と熊本県であっ

た．福岡県では集落内移転不可のメッシュの割合が県内

の4割ほどで九州の中で最も小さいにもかかわらず，財

政的には実現が困難であり，集落内の土砂災害危険区域

に多くの世帯が住んでいることが考えられる．また，熊

本県では財政的実現性のないメッシュの割合も大きいが，

集落内移転不可のメッシュの割合が県内の7割を占め九

州の中で最も大きく，集落の中で安全な移転先が少ない

ことが考えられる． 

 

(2) 市町村ごとの居住地適正化の財政的実現可能性 

前節の結果から，財政的に実現性のないメッシュも市

町村全体で居住地適正化を行うことで，他の50年間純便

益累計の大きいメッシュで補うことができれば，多くの

集落が移転できるのではないかと考えられる．そのため

市区町村単位でメッシュごとの純便益累計を集計し，市

区町村ごとの居住地適正化の財政的実現可能性を図-5に

図-5 市町村ごとの財政的実現可能性 

 

26,959 (60%)
財政的実
現性あり

8,264 (18%)

財政的実
現性なし

9,472 (21%)

集落内移転不可

集落内
移転可

図-3 50年間の純便益累計（メッシュ） 

都市部 

中山間部 

図-4 50年間の純便益累計（メッシュ・拡大図） 
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示す．市区町村単位では財政的実現可能性がある市区町

村は68であり全体の約3割を占めている．集落単位の結

果と比べると，財政的に実現不可能な地域が出てくるも

のの，実現可能な地域の割合がより大きくなることが明

らかとなった．メッシュの結果と同様に，土砂災害が起

こりやすい中山間部を含む市区町村において実現可能性

が高い傾向を示している． 

 

(3) 居住地適正化が財政的に実現可能となる移転世帯

数の算出  

 前節までの結果から，土砂災害危険区域における居住

地適正化が財政的に実現可能となる地域の特徴として，

世帯数の多い都市部よりも世帯数の少ない中山間部の地

域であることが示された．本節では，移転世帯数がどの

程度の規模であれば財政的に実現可能なのかを，図-6に

示すように移転世帯数と50年間の便益・費用の平均値と

の関係から概算する．これより，費用は移転世帯数に比

例して増加，便益は費用ほど移転世帯数に比例はせずに

ほぼ一定であり，移転元メッシュの移転世帯数が約25世

帯程度までであれば，財政的実現可能性があることが明

らかとなった． 

 

 

4. おわりに 

 

土砂災害危険区域における集落内規模での居住地適正

化の財政的実現可能性検討手法を構築し，九州地方に適

用した結果，メッシュ単位では全メッシュのうち約2割，

市町村単位では約3割が財政的実現可能性があることが

明らかとなった．全体の傾向として土砂災害危険区域に

住む世帯が少なく土砂災害が発生しやすい中山間部を含

む地域が財政的実現可能性の高い傾向があり，移転元メ

ッシュの移転世帯数が約25世帯程度までであれば，財政

的実現可能性があることが明らかとなった． 

全国の土砂災害特別警戒区域からの移転策は，中部地

方や東北地方の26区域30戸（平成23年8月31日時点）の

移転実績しか行われておらず，九州地方で土砂災害危険

区域からの移転策はまだない．また，土砂災害特別警戒

区域では都道府県知事による移転勧告があるものの，勧

告の実績はない13)．実際に移転が行われた東北・中部地

方での移転では住宅・建築物安全ストック形成事業が活

用されているが，補助の対象は主に除却費と移転先での

住宅建設に要する資金を金融機関等から借り入れた時の

利子分であり，実際の移転にかかる住宅の建設費用や用

地取得費用などの補助はないため，土砂災害危険区域に

住む住民が安全な地域に移転したくても困難な状況であ

る．本研究の手法のように移転にかかる費用が移転で削

減される災害復旧費やインフラ維持費用から移転者に補

助ができるようになれば，今後の自然災害対策に大いに

貢献できる可能性があると言える． 

今後の課題としては，土砂災害復旧費用の年期待被害

額は過去10年の平均値で算出したが，20，30年に一度程

度の大規模災害を考慮できていないため，期間を延ばし

て算出すること，上水道・下水道の維持費用は世帯当た

りで算出しており，都市のスプロール化が反映できてい

ないため，上下水道の維持費用の算出方法を検討などに

取り組んでいく． 
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提供して頂いた，九州地方の佐賀県，長崎県，熊本県，

大分県，宮崎県，鹿児島県の各県庁の方々に厚く御礼申

し上げます． 

 

図-6 移転世帯数と 50年間の便益・費用平均値の関係 

メッシュ数 

全メッシュに対する割合 
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